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平成２６年３月 製造業事業所等立地状況調査より 

 

Ⅲ－３．「半恒久的に住宅建設等を規制する地域」の指定希望 （問１２） 
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Ⅳ．操業環境を守るための施策（３つまで）（問１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答数 2,776 

1)希望する

20.2%

2)希望しない

51.3%

3)内容を詳しく

聞きたい

4.3%

0)無回答

24.2%

問12． 「半恒久的に住宅建築等を規制する地域」の指定希望

1)工業系地域における住宅建設の規制 

2)工業系地域以外に立地する事業所の工業系地

域への移転支援 

3)工業系地域において、事業者が新たに工場を
操業した場合の支援 

4)住工共生のまちづくりに向けた課題解決がで

きる組織等の設立及び支援 

5)近隣の住宅との騒音や振動などの摩擦防止の

対策として事業所側が行う設備投資に対す
る支援 

6)工業系地域における土地を、工場用途に売却

した際の土地売却者に対する支援 

7)工業系地域において工場を優先する地域であ

ることを示すＰＲ支援（看板の設置等） 

8)事業所側が主体となって、地域住民を招いて

実施するコミュニティ活性化のための支援 
（盆踊り大会や工場見学会などイベント等） 

9)その他 

無回答 
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1)工業系地域における住宅建設の規制

2)工業系地域以外に立地する事業所の工業系地域への移転支援

3)工業系地域において、事業者が新たに工場を操業した場合の支援

4)住工共生のまちづくりに向けた課題解決ができる組織等の設立及び支援

5)近隣の住宅との騒音や振動などの摩擦防止の対策として事業所側が行う設備投資に対する支援

6)工業系地域における土地を、工場用途に売却した際の土地売却者に対する支援

7)工業系地域において工場を優先する地域であることを示すＰＲ支援（看板の設置等）

8)事業所側が主体となって、地域住民を招いて実施するコミュニティ活性化のための支援（盆踊り…

9)その他

無回答

問14 操業環境を守るための施策

回答数 2,816 
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問１２：用途地域別・「半恒久的に住宅建設等を規制する地域」を設けることについて

希望する 希望しない 内容を詳しく聞きたい 無回答

回答数9

回答数583

回答数1,227

回答数166

回答数791



アンケート結果から見たモノづくり企業のニーズ 

  平成２５年度の製造業事業所等立地状況調査のなかで、市内モノづくり企業全体を対

象とするアンケート調査とモノづくり企業が集積しているエリアに限定したヒアリング

調査を実施した。 

その結果を単純比較すると、「半恒久的に住宅建築等を規制する地域」の希望について、

市域全体では「希望する」が 20.2％「希望しない」が 51.3％、工業地域に限定した場合

「希望する」が 25.9％「希望しない」が 42.2％であり、工業地域においても「希望しな

い」割合のほうが高くなっている。これを、モノづくり企業が集積しているエリアに限

定したヒアリング調査の結果からみると、「希望する」は 71.8％「希望しない」は 27.5％

と希望するほうが高い割合を占めており、モノづくり企業が集積しているエリアに限定

した場合、当該企業ニーズは高いものがあると言える。 

また、希望しない理由をみると「想定されるメリットに魅力がないため」や「そもそ

も住工混在問題が起きるとは考えないため」が土地を所有する事業者および所有しない

事業者あわせて 32件と最も多くなっており、住工混在にない環境であることから、課題

として認識されていないものと推察され、まだ住宅建築が進んでいない現時点でいち早

く永続的な工場用地の確保に向けた取り組みを本格化させていく必要がある。 

 ただし、これらの回答は、モノづくり企業から得たものであり、当該モノづくり企業

が地権者なのか（ヒアリング調査の場合約 40％が地権者）、また、モノづくり企業以外の

地権者も存在しており、モノづくり企業の操業環境確保といった観点がエリアにおける

課題となっているのかは把握できていない状況にある。 


